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令和４年度国の予算編成に対する要請の概要 
 

１ 要請活動の目的 

国の令和４年度の予算編成にあたり、国に対し、本市が抱える行財政運営上の喫緊

の課題の解決に向け、制度改善を要する事項や、本市の事務事業の推進のため適切な

財政措置が必要な事項について要請活動を行い、国の理解を得ることにより、「最幸

のまち かわさき」の実現に向けた取組をより一層推進することを目的とする。 

 

２ 要請内容 

（１）概要 

要請活動の目的や、人口が集中する本市の状況を踏まえ、「大都市の役割にふ

さわしい税財源の充実」に関するもの４項目、「安心のふるさとづくり」に関す

るもの８項目、「力強い産業都市づくり」に関するもの３項目について、重点要

請項目とした。 

なお、新たに「特別自治市制度の創設について」と「システムの標準化に向け

て」を加えるとともに、「政策医療の維持にかかる支援の強化について」、「羽田

空港新飛行経路の運用開始に伴う騒音・振動対策の強化について」、「水素社会の

実現に向けた取組の推進について」は、今年度から重点要請項目としている。 

 

（２）要請項目数（４１項目） 

・重点要請項目      １５項目（前年度１２項目 ５増 ２減）                                                  

・その他の要請項目    ２６項目（前年度３８項目 １増１３減）                           

 

３ 要請の方法及び時期 

（１）要請は政務三役を中心に行うことから、通常国会の会期内かつ概算要求に向けた

動きに合わせて、６月上～下旬に行っている。 

（２）市長は、総務省に対して重点要請項目を中心に要請活動を行う。 

（３）その他の要請項目は、適切な時期・手法により担当局が要請内容の説明を行うと

ともに、必要に応じて担当副市長が対応する。 

 

※ ただし、今年度の要請活動については、新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえ、状況を見極めながら臨機に対応を行う。 
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川崎市政の推進につきましては、日頃から格別の御高配をいただき

厚く御礼申し上げます。 

大正１３年に人口５万人で誕生した本市は、令和２年国勢調査で人

口が約１５４万人（川崎市独自集計速報値）となり、前回調査からの

５年間で６万人以上増加するとともに、人口密度もさらに高くなって

おります。また、市内には研究開発機関が数多く立地し、その数が約

４００に及ぶなど、成長力の高い都市となっています。 

本市は、令和元年７月に「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されました。

こうした中、気候変動の問題を喫緊の課題ととらえ、環境先進都市と

して、ＳＤＧｓのゴールやそのターゲットの考え方を取り入れながら、

「かわさきカーボンゼロチャレンジ２０５０」を策定し、市民・事業

者と協働で脱炭素社会の実現に向けて取り組んでいます。 

こうした川崎をさらに、一歩先へ、もっと先へ進めるため、「川崎

市総合計画」の第２期実施計画に基づき、「安心のふるさとづくり」

と「力強い産業都市づくり」を基本とした「成長と成熟の調和による

持続可能な最幸（さいこう）のまち かわさき」の実現をめざした取

組を一層推進しており、さらに来年度から４年間を期間とする「第３

期実施計画」の策定を進めています。 

新型コロナウイルス感染症対応では、社会・経済全体への大きな影

響が生じており、特に本市のような人口が集中する大都市では、市民

の安全・安心な暮らしを守るために、迅速かつ適切な対応が必要とな

っています。現在行っている対策を踏まえましても、市民ニーズへの

きめ細かな対応のためには、効果的かつ効率的なサービスの提供に努

めていくことが必要であり、国と地方の役割分担を明確にした上で、

特別自治市制度の創設や税源移譲を進めることが不可欠です。 

また、デジタル社会の実現に向けた自治体ＤＸ推進計画の取組にあ

たっては、地方自治体の実情を踏まえた対応が必要です。 

真の分権型社会の実現に向けて、国の制度改善を要請する事項や、

本市の事務事業の推進にあたり適切な財政措置が必要な事項を中心と

して、本市の要請事項を取りまとめましたので、令和４年度国家予算

編成において、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

 令和３年６月  

川崎市長 
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重 点 要 請 項 目 
                          

○ 大 都 市 の 役 割 に ふ さ わ し い 税 財 源 の 充 実 

地方税財源の充実確保について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

特別自治市制度の創設について【新規要請項目】・・・・・・・・・・・・・  ３ 

財政力に応じた国庫支出金等の割り落とし及び 

嵩上げ制限の廃止について・・・・・・・・・・・  ５ 

ふるさと納税に係る財政措置等について・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

 

○ 安 心 の ふ る さ と づ く り 

システム標準化・共通化について【新規要請項目】・・・・・・・・・・・・  ９ 

安全・安心で良好な教育環境の充実について・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

 ＧＩＧＡスクール構想の実現について・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

待機児童の継続的な解消と保育の質の確保に向けた支援について・・・・・・ １５ 

児童虐待対策及び女性保護事業に係る体制等の強化について・・・・・・・・ １７ 

政策医療の維持にかかる支援の強化について・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

 多摩川における治水対策の推進について・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

 羽田空港新飛行経路の運用に関する騒音・振動対策等の強化について・・・・ ２３ 

 

○ 力 強 い 産 業 都 市 づ く り 

殿町キングスカイフロントの国際戦略拠点形成と 

イノベーション・エコシステムの構築について・・・・ ２５ 

脱炭素社会の実現に向けた取組の推進について・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

 水素社会の実現に向けた取組の推進について・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

 

※【新規要請項目】とは、今年度要請にて新規に項目立てをしたもの 
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地方税財源の充実確保について 

  【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 真の分権型社会の実現には、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の

「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を抜本的に見直し

た上で、新たな役割分担に即した国と地方の税源配分とする必要があります。 

○ 本市をはじめとする指定都市は、人口の集中・産業集積に伴う都市的課題から生

ずる大都市特有の財政需要を抱えています。しかし、都市税源である消費・流通課

税及び法人所得課税の配分割合が極めて低くなっていることから、特に地方消費税

（社会保障財源化分以外）と法人住民税の配分割合を拡充する必要があります。 

○ 国庫補助負担金については、地方への税源移譲を中心とした抜本的改革を進める

べきです。それが実現するまでの間は、地方が必要とする総額を確保するとともに、

事業規模や使途に関する要件の緩和、予算の流用への弾力的対応、事務手続の簡素

化等を図るべきです。 

○ 地方版総合戦略を推進するために地域再生計画を策定し取り組む事業が交付金の

対象となるよう必要額を確保し、より自由度の高い活用しやすい制度とすべきです。 

１ 現行６：４となっている国と地方の「税の配分」をまずは５：５とし、さら

に地方税の配分割合を高めることにより、国と地方の新たな役割分担に応じた

「税の配分」とすること。 

２ 大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び法

人所得課税の配分割合を拡充すること。 

３ 国庫補助負担金は、国が担うべき分野については必要な経費全額を国が負担す

るとともに、地方が担うべき分野については、国庫補助負担金を廃止し、所要額

を全額税源移譲すること。また、まち・ひと・しごと創生に係る地方創生推進交

付金等は、地方が自主性・独自性を発揮して活用できるよう、より自由度が高い

制度とすること。 
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■ 都市的財政需要及び都市税源の配分の状況

この要請文の担当課／総務企画局都市政策部企画調整課 TEL 044-200-2164
財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

（令和３年度）

消費・流通課税の配分割合

注1 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。
注2 東日本大震災による減免などの金額は含まない。

市町村税
3.2%

国税
73.9%

道府県税
22.9%

（令和３年４月１日時点）

注1 実効税率は、法人事業税及び特別法人事業税が
損金算入されることを調整した後の税率である。

注2 資本金が１億円を超える法人を対象とした場合である。

法人所得課税の
配分割合（実効税率）

国税
91.5％

市町村税
4.5%

道府県税
4 .0%

「国庫補助負担金の改革」のイメージ

税 源 移 譲

国庫補助
負 担 金

国が
担うべき分野

地方が
担うべき分野

必要な経費全額を
国が負担

都市税源の配分割合
が極めて低い状況

国と地方の役割分担を見直し、
地方が担うべき分野は税源移譲することが必要

■ 国・地方間の税源配分の是正

■ 国庫補助負担金の改革

大都市特有の需要に対応するために
都市税源の拡充が必要

全国 指定都市

土木費 45.6 63.0

民生費 133.1 186.8

都市的財政需要
市民１人あたり比較（平成30年度）

（単位：千円）

注 全国の数値は、指定都市及び特別区を除いている。

大都市は都市的財政需要が大きい

移譲されるまでの間は
総額確保が必要

 地　方　税 38兆3,448億円

 地方譲与税   1兆8,462億円
 国庫支出金 14兆9,544億円

国の役割国 国税

地方税地方
地方の
役割

総額　99兆4,115億円

17兆6,547億円

△5,725億円

61兆667億円

地方税

国税

38兆3,448億円

38.6%

61.4%

 地方交付税 

72兆2,276億円

72.7%

27兆1,839億円

27.3%

 国直轄事業
　　　　 負担金

地 方 税 地 方

国 税

国

国６：地方４

国・地方における税の配分状況（令和３年度）

税
源
移
譲

５

：

５

税の配分 税の実質配分 税の配分 税の実質配分 役割分担

《現 状》 《まずは》 《さらに》

真の分権型社会の実現

国５：地方５
国と地方の新たな役割分担

に応じた「税の配分」

税の配分

さ
ら
な
る

税
源
移
譲

７

：

３

４

：

６

消費税、所得税、法人税等の複数の基幹税の税源移譲により
税配分をまずは「５：５」とすることが必要
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特別自治市制度の創設について 

  【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 現行の指定都市制度は、昭和３１（１９５６）年の創設から６０年以上が経過し

ており、この間、分権改革の進展に伴い、指定都市には多くの権限が移譲され、住

民に身近な行政サービスのほとんどを担うようになっています。しかし、広域自治

体と基礎自治体という二層制の地方自治構造は変わっていません。 

〇 さらに、指定都市には、事務配分の特例により、多くの道府県の事務・権限が移

譲されているにも関わらず、地方税制は事務・権限に関わりなく画一的であるため、

必要な財源について税制上の措置が不十分となっています。 

〇 今後見込まれる人口の減少、少子高齢化の進展等、様々な課題を解決していかな

ければならない中、地方が自ら決定し、実現するために必要な事務・権限、財源等

を有した上で、実態に近づける形で、迅速かつ柔軟に一元的・総合的な財政運営を

行えるよう特別自治市制度の創設が必要です。 

〇 ただし、特別自治市制度の立法化までに一定の期間を要することが想定されるこ

とから、税財源の移譲などの財源確保を前提に、道府県から指定都市へ権限を移譲

することが必要です。 

■ 効果等 

〇 住民サービスの利便性向上、地域の実情を踏まえた課題解決 

〇 財政の自立、行政全体の経費節減 

１ 市域内において地方が行うべき事務を大都市が一元的に行うことを基本とす

る「特別自治市」制度を創設すること。 

２ 特別自治市制度が創設されるまでの間、大都市特有の財政需要や事務配分の特

例等に対応し、効率的・効果的な行政運営を推進するため、道府県から指定都市

への税財源及び権限の移譲を行うこと。 
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この要請文の担当課／総務企画局広域行政・地方分権担当 TEL 044-200-0386
財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183
財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192

県に代わって負担している
大都市特例事務に係る経費
（特例経費一般財源等所要額）

240億円

地方自治法に基づくもの
個別法に基づくもの

（例：土木出張所）

注 県費教職員の給与負担に係る経費を除く。

これに加え、県から指定都市への新たな事務移譲・権限移譲に伴う
所要額について税制上の措置が必要！！

左の経費に対する税制上の措置

195億円

45億円
（税制上の措置済額）

大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額（令和３年度予算に基づく概算）

現在

国

[基礎自治体を包含する広域自治体]
道府県

●広域調整 ●警察 など

市町村 市町村

道府県

国

[新たな一層制自治体]

特別自治市
道府県が市域内で担
う事務及び指定都市

の事務を統合

行政区
効率的で、区民に

身近な総合行政機関

特別自治市

二

層

制

一

層

制[基礎自治体]

指定都市
行政区

税制上の
措置不足額

＜指定都市と道府県との間で事務・権限を分ける二層制の弊害＞
〇二重行政の発生
〇道府県が介在することで調整に時間を要する

■ 広域自治体と基礎自治体の二層制の弊害

■ 特別自治市の姿

■ 大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額

広域自治体と基礎自治体が
・同一の公共施設を整備

・同一の施策を実施

・二重行政の類型

重複型

同一又は類似の行政分野で
広域自治体と基礎自治体に

事務・権限が分断

分担型 関与型
基礎自治体の事務処理に
広域自治体の関与等が

存在

指定都市制度創設から６０年以上が経過し、多くの権限が移譲されてきたが、この間
二層制の地方自治構造は変わっていない

効率的・効果的な
行政運営ができない！

二層制（二重行政）を解消し効率的
かつ効果的な行政運営を実現！

11-4- 11



財政力に応じた国庫支出金等の割り落とし及び 

嵩上げ制限の廃止について    

  【総務省・文部科学省・厚生労働省・国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 地方交付税は、補助金や交付金のような政策誘導手段として用いるものではなく、

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サー

ビスを提供できるよう財源を保障するためのもので、地方固有の財源です。 

○ 本市は令和２年国勢調査で人口が約１５４万人（川崎市独自集計速報値）となり、

現在も伸び続けている日本有数の「元気な都市」であり、指定都市唯一の普通交付

税不交付団体として「財政が豊か」であるというイメージを持たれています。 

○ 一方、指定都市を市民１人当たりの標準税収で比較すると、本市は第３位ですが、

普通交付税及び臨時財政対策債を加えた市民１人当たり一般財源で比較すると、第

１８位となり、「不交付団体＝財政的に豊か」という関係は成り立ちません。 

○ 本市の財政力指数は、普通交付税の交付・不交付のボーダーライン上であり、ま

た、本市は不可避的に増加する社会保障関係費に加え、少子高齢化対策、地域経済

の活性化、防災・減災対策、感染症等の緊急時に備えた平時からの医療体制の確保

など、大都市特有の財政需要を抱え、収支不足に伴い減債基金からの借入れを行っ

ている状況であり、「財政が豊か」という実態はありません。 

○ 現在、各省庁独自で財政力指数に基づいて国庫支出金の割り落とし等が行われて

いますが、地方交付税による地方団体相互間の調整に加えた「二重の調整」である

ことから、財政力指数に基づく不合理な国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限を

見直す必要があります。 

 財政力指数に基づく国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限は行わないこと。 
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9.6

8.6

6.3

21.3

31.1

7.3

7.2

7.5

4.7

19.7

29

0 5 10 15 20 25 30 35

地方揮発油譲与税

保育対策総合支援事業費補助金

（保育所等改修費等支援事業）

保育対策総合支援事業費補助金

（保育士宿舎借り上げ支援事業）

保育所等整備交付金

学校施設環境改善交付金

社会資本整備総合交付金

防災・安全社会資本整備交付金

割り落とし後 割り落とし前

■ 国庫支出金等の割り落とし等による主な減収見込額（令和３年度予算）

地方交付税での財源調整との二重の調整となる財政力指数
に基づく不合理な国庫支出金等の割り落としや嵩上げ制限は
行わない こと

この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183

■ 1人当たり標準税収及び一般財源の比較（令和元年度決算）

20市中 第18位

20市中 第3位

市民１人当たり標準税収 第3位
市民１人当たり一般財源 第18位

⇒ 不交付団体だからといって「財政が豊か」という実態はない！！

（億円）

2.1億

1.6億

1.6億

1.1億

2.4億

3.4億

（億円）

（5.5/10⇒ 5/10）

（1/3⇒ 2/7）

（2/3⇒ 1/2）

（1/2⇒ 3/8）

（2/3⇒ 1/2）

・前年度の普通交付税の収入超過額の2/10と
・当該団体の譲与額の2/3

のいずれか少ない額を控除
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ふるさと納税に係る財政措置等について 

  【総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ ふるさと納税制度の理念は、納税者が寄附先を選択することを通じて、「税の使わ

れ方を考えるきっかけ」となり、また「生まれ故郷や応援したい地域の力になれる」、

「自治体が取組をアピールし、競争が進む」こととされています。 

○ この制度は、自治体への寄附額が所得税及び個人住民税から控除される制度とし

て、平成２０年度に創設され、その後、平成２７年度には、特例控除額の上限が所

得割の１０％から２０％へ引き上げられるとともに、「ワンストップ特例制度」が導

入されましたが、自治体間の過当な返礼品競争と、理念を逸脱した返礼品を目的と

する寄附が大幅に増加しました。 

○ 一方、本市のような都市部では、個人住民税の減収影響額が大きくなっており、

本市の影響額は令和３年度には６９億円に上ると見込まれ、行政サービスの提供に

対する深刻な影響が危惧されることから、当該減収分について財政措置が必要です。 

○ 令和元年度には、「返礼品の額は寄附額の３割以下」とされましたが、特例控除額

の上限が高所得者ほど高くなり、返礼品と組み合わせることで結果として節税効果

が生ずるなどの課題が依然として残されているため、特例控除額に定額の上限を設

けるなど、自治体財政に与える影響を抑制する見直しが必要です。 

〇 「ワンストップ特例制度」を適用する場合には、所得税控除相当額を、個人住民

税からではなく、全額所得税から控除する制度とする等の見直しが必要です。 

１ 「ふるさと納税制度」において、返礼品を目的とした寄附の増加により本市の

減収額が年々大幅に増加しており、行政サービスへの影響がより深刻なため、当

該減収分について財政措置を講ずること。 

２ 特例控除額に定額の上限を設けるなどの見直しを行うこと。 

３ 「ワンストップ特例制度」を適用する場合には、所得税から控除する制度とす

ること。 
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ふるさと納税による減収額

■ 本市におけるふるさと納税による減収額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ワンストップ特例制度による影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-3592 

          財政局税務部税制課 TEL 044-200-2192 

 

■ 特例控除額の上限の目安 例：独身又は共働きの場合 

減収分の財政措置が必要 

特例控除額が定率の上限のみでは、高所得者ほど 
上限額が高くなるため、定額の上限が必要 

【確定申告を行う場合】 

適用 
下限額 

所得税 
控除額 

0.2万円 2万円 7.8万円 

【ワンストップ特例制度の適用を受けた場合】 

適用 
下限額 

住民税 
控除額 

住民税 
控除額 

0.2万円 2万円 7.8万円 

住民税控除額が 7 . 8 万円  9 . 8 万円へ

住民税 
控除額 

 

ワンストップ特例制度の適用を受けた場合、自治体の負担となる 

所得税から控除することが必要 

 （例：年収700 万円の給与所得者（独身又は共働き）が 10 万円のふるさと納税をした場合）

◆確定申告時とワンストップ特例制度適用時との比較
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システム標準化・共通化について 

  【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ システム標準化・共通化に向けたスケジュール策定や作業着手を行うためには、

国が早期に制度を確定し、速やかに情報提供を行う必要があります。 

○ 大都市の実情や地域特性を踏まえた標準仕様を作成すること及び、標準仕様に反

映されない仕様を独自で構築することを認めることなど、デジタル・ガバメント実

行計画等の趣旨に反しない範囲で柔軟な対応を行うことが必要です。 

○ 標準化対象業務は市民への影響が大きいため、円滑な移行手法等を確立し、自治

体に提示する必要があります。また、移行期限である令和７年度末に作業負荷やリ

スクが集中する可能性があります。 

○ 国は移行経費を全額国費により補助するとしていますが、連携するシステムの改

修や、業務フローの見直し等に係る経費、現行システムの中途解約に伴う違約金な

ど、システム移行以外の経費が広範に発生することが見込まれます。 

〇 また、本市の市税システムは令和５年１月の稼働に向け構築中であること等も踏

まえ、移行期間の柔軟な対応や国による十分な財政負担が必要です。 

１ システム標準化に伴う業務再構築や執行体制の見直し等に検討期間を要する

ことから、自治体へ早期の情報提供を行うとともに、標準仕様作成等のスケジュ

ールを遵守すること。 

２ 都市の態様により業務環境が異なること等を踏まえ、大都市の業務実態や課題

を考慮した標準仕様とすること。また、標準仕様の検討にあたっては、指定都市

の意見を十分に聴取した上で行うこと。 

３ 標準準拠システムへの移行が令和７年度を超える場合も柔軟に対応すること。 

４ 標準準拠システムへの移行経費はもとより、関連システムの改修経費や現行シ

ステムの中途解約に伴う違約金等を含め、国の責任において全額負担すること。 
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特に、本市の市税システムは令和５年１月の稼働に向け構築中

＜本市のシステムの状況＞
本市では標準準拠システムの対象となる｢基幹17業務｣を11システムに分けて管理している

この要請文の担当課／総務企画局デジタル化推進室 TEL 044-200-3601

■ 本市における情報システムの状況と想定される移行時期

短期間に移行作業が集中し、作業負荷及びシステム移行のリスクが極大化

早期の情報提供
大都市の実態を踏まえた標準仕様の作成
移行期限の柔軟な対応
十分な財政支援 が不可欠！！

＜本市の情報システムのライフサイクル＞

次期システムのライフサイクル ベンダーが標準システムを発売できる時期（想定）

適用作業を加味して本市で稼働が開始できる時期（想定）

標準仕様の策定時期（複数の業務が同居するシステムは遅い方）現行システムのライフサイクル

＜市税システムの状況＞

R11 R12 R13 R14R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

調
達
準
備

調
達

要件定義 新システム稼働設計・開発・テスト
運用テスト

(ユーザテスト)

移行データ抽出 分析 設計・開発 データ検証 移行

★稼働開始 ★機器更新★契約

※ 運用保守を含めた令和14年度までの契約を締結済み

＜移行スケジュール想定について＞
国の標準仕様書の公開時期から、ベンダーによるパッケージシステムの構築、本市でのデータ
移行･テスト等の適用作業をすると、標準準拠システムへの移行は令和７年度末頃に集中

本市のシステム名称 対応する基幹１７業務 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

1 区役所事務サービスシステム 住民基本台帳

2 選挙システム 選挙人名簿管理

3 市税システム 固定、市民、法人市民、軽自税

4 国保ハイアップシステム 国民健康保険

5 国民年金システム 国民年金

6 福祉総合（１次）システム 介護保険、生活保護

障害者福祉、児童手当

児童扶養手当

8 福祉総合（３次）システム 子ども・子育て支援

9 後期高齢者医療システム 後期高齢者医療

10 保健所総合システム 健康管理

11 就学事務システム 就学

7 福祉総合（２次）システム

大半のシステムのライフサイクルが
標準化の時期と合わない状況
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安全・安心で良好な教育環境の充実について 

  【文部科学省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

〇 令和３年度事業はすべて採択されたものの、依然実際の工事費と補助単価に乖離

があり、大きな負担となっています。また、補正予算等による措置のため、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大による工期見直しにより、年度内の工事完了が困難とな

った場合、事故繰越の承認が得られず、市負担が増加するリスクがあります。 

〇 普通教室の空調設備は、その大部分を平成２０、２１年度に整備しており老朽化

が著しく、子どもたちの学習環境を守るためには、大規模な一斉更新に優先的に取

り組む必要があります。また、リース方式など、制度的に補助を活用できない整備

手法があります。 

〇 本市は、首都圏の中心に位置しており立地優位性や交通利便性等が高いため、特

に子育て世代の転入が多く、局地的な児童数急増への対応として、小学校新設を予

定しています。開校後、一定期間は児童数が増加を続ける見込みであるものの、こ

うした実態に制度がそぐわず、所要の負担金を活用できない状況があります。 

〇 児童生徒数が増加傾向にある本市では、保有教室に余裕のある学校は数少なく、

今般の義務標準法の改正に伴い、多くの学校で教室の転用や増築が必要となる見込

です。少人数学級への対応は計画外の事業であるため、整備費用については国によ

る十分な予算装置が必要となります。また、短期間での整備にはリース方式も有効

な整備手法ですが、現在の制度では、補助を活用できないこととなっています。 

１ 実勢価格を踏まえ、計画事業量に見合う財政措置を当初予算により講ずること。 

２ 空調設備の整備について、既存設備の更新分も含め十分な財政措置を講ずるこ

と。また、対象となる整備手法を拡充すること。 

３ 負担金の補助資格の算定について、制度の拡充を図ること。 

４ 少人数学級の実施に伴い、負担金等の制度の拡充を図ること。 
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■ 年度別の計画事業量と採択状況 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■ 空調設備の設置状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 負担金の制度拡充 

 
  
 
  
 

■ 少人数学級への対応 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

●新川崎地区新設小学校の児童数及び学級数(推計値)

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

児童数 700 891 1,013 1,110 1,185 1,210 1,202

学級数 23 28 32 35 37 37 37

この要請文の担当課／教育委員会事務局教育環境整備推進室 TEL 044-200-3271 

前年度予算による措置は、年度内に工事完了が困難な場合、補助を活用できないリスクがある。 

→ 柔軟な工期設定を可能とするためには、当初予算による措置が必要です。 

※ スポットクーラー等による対応分を除く 

※ R7 年度開校 

 35 人学級への対応に伴う影響(試算)  

学 級 増 と な る
学 校 数 32 校
増 加 す る
学 級 数 60 学級
必 要 と な る
負 担 金 約 22.2 億円

負担金の算出基準 
となる年度 

児童数の増加は続くが、 
負担金の算定対象外 

（単位：百万円）

当該年度
当初予算

前年度
補正予算等

A B C D B/A D/B

H30 2,722 1,848 425 1,423 67.9% 77.0%

R1 3,536 3,193 190 3,003 90.3% 94.0%

R2 2,405 2,405 0 2,405 100.0% 100.0%

R3 1,914 2,509 0 2,509 131.1% 100.0%
※補正率：交付決定額のうち、補正予算などの前年度予算により措置された割合

補正率計画事業費 交付決定額
(予算区分)

年度
採択率

普通教室の設置率は 100％だが、著しい老朽化に伴う、大規模な更新の実施が喫緊の課題 

→ 既設の空調設備の更新が確実に実施できるよう、事業量に応じた予算措置が必要です。 

新設校は、児童数が一定期間増加する

見込みだが、負担金を最大限活用でき

ない制度上の課題がある。 

→ 地域の実情に合わせ、必要な教室

数の整備が可能となるよう、負担金制

度の拡充が必要です。 

児童数は高止まりしており、余裕教室がある学

校は少ないため、多数の学校で、増築等の対応

が必要となる見込みである。 

→ 法改正に伴う整備費用は事業計画に見込ん

でいないため、所要額についてはすべて国によ

る費用負担とすることが必要です。 

（単位：百万円）  
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ＧＩＧＡスクール構想の実現について 

  【文部科学省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 令和元年１２月５日に閣議決定された「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」

において、「全学年の児童生徒一人一人がそれぞれ端末を持ち、十分に活用できる環

境の実現を目指す」とともに、「事業を実施する地方公共団体に対し、国として継続

的に財源を確保し、必要な支援を講ずる」ことが示されたところです。 

○ 本市では、様々な機会をとらえ、これまでも国に対して、Society5.0 を見据え、

子どもたちの新たな価値を創造する力の育成や、教育現場における ICT 環境の充実

等に必要な財政措置を要請しており、本構想に基づく取組についても、未来を担う

「人づくり」である教育活動に大きく影響を与えるものであり、大変重要であると

強く認識しています。一方、将来にわたる費用負担も含め、各地方自治体の財政に

与える影響はたいへん大きいものとなっております。 

１ 児童生徒１人１台端末環境の維持のため、端末の更新費用、追加アプリの導入

費用、教職員用端末の購入・保守管理費用及び児童生徒数の増加に伴う端末の追

加購入整備費用等についても国庫補助の対象とするとともに、補助単価の引き上

げを行うこと。併せて、ＧＩＧＡスクールサポーター事業を次年度以降も継続す

るなど、人材面でも継続的かつ十分な財政措置を講じること。 

２ 通信ネットワークの維持のため、高速インターネット回線接続費用及びネット

ワーク機器の維持管理に係る経費について補助対象とすること。また、児童生徒

数の増加や少人数学級に伴う学級数の増加等により、無線アクセスポイントの追

加工事が必要となるため、国庫補助事業の事業実施期間を延長すること。 

３ 本構想は、新たに全国一律に実施する施策であることから、地方交付税措置に

よる対応ではなく、国の責任において、学習者用デジタル教科書等も含め、今後

発生する全ての経費について全額国庫負担とすること。 
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■ 児童生徒１人１台端末環境の継続に係る経費 

  国のＧＩＧＡスクール構想を実現し、１人１台端末環境を整備していく上で、児童

生徒数３人に２台分 45,000 円の補助だけでは、自治体の負担が大きく、必要台数すべ

てに係る費用全額について継続的かつ十分な財政措置を講じることが必要です。 
 

  【令和２年度端末整備（約 11 万 7 千台）の経費】           単位：千円 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

端末更新時には必要台数全てを補助対象とし、補助単価の引き上げが不可欠 

 
 

【１人１台環境を維持するための台数整備の試算】 

令和 2 年度整備台数  今後の児童生徒数増による必要台数 増加分（不足分） 

約 117,000 台 約 118,300 台 約 1,300 台 

 

本市においては児童生徒数が増加傾向にあることから、地域の実情に応じて、 

増加分についても令和４年度以降の補助対象とすること 

 

■ 通信ネットワークの維持に係る経費 

 

 

 

 

 

 

■ 令和時代のスタンダードな学校として 

本構想については、「誰ひとり取り残すことのない、個別最適化された学びの実現」 

に向け、令和時代のスタンダードな学校として欠かせないものと捉えています。 

 

 

 

 

 

 

 

この要請文の担当課／教育委員会事務局総合教育センター情報・視聴覚センター TEL 044-844-3658 

臨時交付金 
1,557,540 

補助対象外としての本市の負担額は 約 59 億円 

更新時に補助が得られない場合、約 90 億円の負担額となり、事業継続が困難 

高速インターネット 

回線接続費用 

市一般財源  
4,333,013 

補助金  
3,115,035 

維持管理に必要な保守ラ 

イセンス及び無線アクセ 

スポイントの増設経費 

市立学校全体で年間約 2億円のランニング
コストが継続的に必要 
 
今後、学級数の増加によるアクセスポイント
増設のため補助事業期間の延長が必要 

学習者用デジタル教科書

及びデジタル教材等につ

いても紙の教科書と同様

に無償給与すること 

義務教育段階において新たに全国一律に実施する施

策であることから、国の責任で行われるべきであり、

地方交付税措置等による対応ではなく、後年度負担

も含めて全額国費負担で措置すること 
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待機児童の継続的な解消と保育の質の確保に向け

た支援について 

  【内閣府・文部科学省・厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 子育てと社会参加の両立を目指す家庭の増加により、保育ニーズの増加傾向が見

込まれることから、引き続き施設整備や保育受入枠の拡大を進める必要があります。 

○ 認可外保育施設が認可化するにあたり課題となっている、認可保育所等との給与

格差を解消するため、認可外保育施設の保育従事者に対する処遇改善が必要です。 

○ 幼児教育・保育の無償化については、施設型給付の対象となっていない幼稚園や

認可外保育施設等に生じている新たな事務負担の軽減を講じる必要があります。ま

た、本制度の対象とならない幼稚園類似施設において保育の必要性がない子どもは、

令和３年度から地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事

業の利用支援事業において支援の対象となりますが、対象施設の基準により全ての

３歳から５歳までの子どもが対象となるものではないため、対象施設の基準の見直

しや対象となる子どもの範囲の拡充が必要です。 

○ 本市では、市内認可保育所の約９０％が保育士宿舎借り上げ支援事業を利用して

おり、保育士確保の状況に大きく影響することから、制度の内容を維持（補助対象

期間：採用後１０年以内、補助基準額８２，０００円）することが必要です。 

１ 保育所・認定こども園・地域型保育事業の新規整備や保育受入枠の拡大に必要

な財政措置を継続的に講ずること。また、認可化を目指す認可外保育施設に対し

ても、更なる財政措置を講ずること。 

２ 幼児教育・保育の無償化については、対象施設等の事務の簡素化等の事務負担

軽減に配慮すること。また、本制度の趣旨を踏まえ、３歳から５歳までの全ての

子どもを対象とするという観点から、幼稚園類似施設に通う子どもへの支援を拡

充すること。 

３ 保育士宿舎借り上げ支援事業について、安定的に保育士を確保するため、制度

を縮小することなく継続すること。 
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 本市の現状
・本市では、今後も保育所利用申込の増加が見込まれており、継続して保育所整備に係る

取組を進めていく必要がある。

・認可保育所の整備については、国の補助金を活用しており、令和2年度まで、整備費補

助の嵩上げ（補助率1/2⇒2/3）により、補助金が増額されている。

・整備費補助の嵩上げには、財政力指数、及び待機児童数や保育拡大量などによる交付

基準があり、保育受入枠の拡大に向けた取組を継続して実施することが困難となっている。

1,240

414

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2,480

通常補助分

（補助率1/2）
嵩上げ補助

（補助率2/3）

令和３年度予算では、

補助金の嵩上げが得

られず、約4.14億円の

財政負担が発生。

単位：百万円

R3保育所等整備予算における財政措置の影響額

・保育所等の新規整備や保育受入枠の拡大に必要な財政措置を継続する
こと。
・特に整備費補助の嵩上げ（R3年度予算ベースで約４．１億円）については、
継続的な待機児童解消に繋がるよう、待機児童数や保育所の整備数によ
らず、適用すること。

この要請文の担当課／１ こども未来局子育て推進部保育所整備課 TEL 044-200-3728

こども未来局保育事業部保育第２課 TEL 044-200-3948

２ こども未来局子育て推進部幼児教育担当 TEL 044-200-3794

３ こども未来局保育事業部保育第１課 TEL 044-200-2686

本市の保育所等利用申請者数・待機児童数等の推移（各年4月1日時点）

令和３年４月には、利用

申請者数・利用児童数

ともに、過去最大を記録。
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児童虐待対策及び女性保護事業に係る体制等の 

強化について 

  【厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

〇 国において平成３０年１２月に児童相談所や市町村の体制と専門性の強化につい

て「児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）」が策定されました。児童虐

待対応件数の増加に伴い、児童福祉司及び児童心理司の大幅な増員が必要となって

いますが、都市部における人材確保は非常に困難な状況であり、国の責任において

実効性のある人材確保・育成対策及び財政支援措置を講ずることが必要です。 

〇 児童虐待対応件数の増加に伴い、保護施設の定員が不足していることから、本市

では令和２年度から児童相談所一施設の改築に着手しています。現在の次世代育成

支援対策施設整備交付金では、一時保護所のみが補助対象であり令和２年度予算に

おいて補助基礎単価が約２倍に増額されましたが、依然として補助基準額は不十分

です。また、児童相談所の建替え等については、補助対象外であり、一般財源によ

ることとなるため、施設整備に係る財政支援措置を講ずることが必要です。 

〇 児童虐待と配偶者間の暴力は、心身に重大な影響を与えるとともに著しく人権を

侵害する行為であり、双方の事象には深い関係があります。コロナ禍でＤＶを含む

女性相談の件数は増加していることから、様々な困難を抱える女性への相談支援や

適切な保護を行うために国の責任において財政支援措置を講ずることが必要です。 

１ 児童相談所及び区役所への専門職員の配置に向けて実効性のある人材確保・育

成対策及び財政措置を講ずること。 

２ 児童相談所の体制強化による児童相談所等の施設整備に対する財政措置を講

ずること。 

３ 児童虐待と関連の深い配偶者間の暴力等について、被害者への支援が適切に図

られるよう財政措置を講ずること。 
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■ 本市における児童虐待相談・通告件数の推移 

 

 

 

 

 

 

■ 新プランに示された体制強化を本市に適用した場合の増員見込 

新プランで示された令和４年度までの体制強化を本市に適用した場合 

児童福祉司 ⇒ 9 名程度の増員（現在 77 人 → 約 86 人） 

児童心理司 ⇒ 9 名程度の増員（現在 35 人 → 約 44 人） 
 

 

 

 

 

■ 本市における女性保護事業を取り巻く状況 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

この要請文の担当課／こども未来局児童家庭支援・虐待対策室 TEL 044-200-0084 

人材確保が課題！ 

児童福祉司及び児童心理司は大幅な増員が必要だが、都市部における人材確保は非常に困難 

 
国の責任において 

実効性のある人材確保・育成対策及び財政支援措置が必要 

相談・通告件数 
が増加している 

女性保護相談件数

が増加している 

県外も含めて広域的な取組が必要 

 

国の責任において 
民間シェルターの安定的運営に向けた財政支援の仕組みの構築が必要 
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政策医療の維持にかかる支援の強化について 

  【厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 小児救急や周産期医療等のいわゆる５事業や、新興・再興感染症に係る医療等に

ついては、国民の命と健康を守るため国が政策的に主導しているものですが、現状

においては市町村の多大な財政負担によって支えられている状況です。 

○ 地域医療の確保において重要となる政策医療に対する国の支援拡充が不可欠です。 

○ 人口と医療資源が集中する都市部では、医療需要が非常に高く、地域の実情に応

じた速やかな医療提供体制の構築が求められますが、新型コロナウイルス感染症緊

急包括支援交付金については指定都市へ直接交付されず、対象事業も限定されてお

り、支障を来たしています。 

○ 今般の新型コロナウイルス感染症に係る医療提供において公立・公的医療機関が

担う役割は極めて大きいことを踏まえ、具体的対応方針の再検証では、今後の新興・

再興感染症の拡大や頻発する大規模自然災害等への対応を見据えた検討が必要です。 

■ 主な費用                                 

令和３年度予算 総事業費 財   源 （単位：千円） 

小児救急医療関係事業 408,492 国庫補助金 16,313 、一般財源 369,187 他 

周産期救急医療事業 145,441 一般財源 145,441 

新型コロナ感染症対策事業費（医療施設分） 658,470 一般財源 658,470 
 

１ 不採算医療である小児救急や周産期等の政策医療について、安定的かつ持続可

能な医療提供体制を構築するため、診療報酬及び補助金を引き上げること。 

２ 新型コロナウイルス感染症をはじめ、今後の新興・再興感染症対応にかかる交

付金等については、地域の実情に応じたより機動的な対応を行えるよう、指定都

市に直接交付を行うとともに、対象事業について柔軟な活用を図ること。 

３ 地域医療構想の具現化に向けた公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検

証要請等については、今後の新興・再興感染症の拡大や頻発する大規模自然災害

等への対応も見据えた慎重な議論を行うこと。 
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■ 川崎市の政策的医療の例（小児救急・周産期等の医療体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 緊急包括支援交付金（医療分） 

 
 

 

 
 

■ 緊急包括支援交付金（医療分）の対象 

国の交付金の対象となる支援 
  

新型コロナ患者専用の病院や病棟を

設定する医療機関の病床確保等 

  

地域の実情に応じた 

患者と接する医療従事者等への慰労

金の支給 

 県内政令市の独自支援 

陽性患者等の入院受入れ

実績に応じた支援金 新型コロナ疑い患者受入れのための

救急・周産期・小児医療機関の院内感

染防止対策 

 

医療従事者の勤務環境向

上等に係る支援金 

医療機関等における感染拡大防止等

の支援 等 

 実支出額が上限を超える

分の支援金 等 

■ 公立・公的医療機関等が担うべき主な機能 

 

この要請文の担当課／健康福祉局保健医療政策室 TEL 044-200-2428 

 初期救急医療体制  

・休日急患診療所（内科・小児科）（７か所） 
・小児急病センター（３か所） 
・夜間救急センター（１か所） 

 課題  

・小児医療・周産期医療等の不採算 

・小児科医師、産科医師の不足 

・実支出額と比して著しく低い補助金 

 

 

診療報酬を引き上げること 

財政措置（補助金）を拡充すること 

○ 高度急性期・急性期機能や不採算部門等の医療提供など 

○ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療提供 

○ 地域の民間医療機関では限界のある高度・先進医療の提供 等 

＋ 
★ 新興・再興感染症への医療提供体制の中核機能、大規模自然災害等への対応  

 課題  

・迅速かつ柔軟な医療機関支援 

 

 

交付金等の直接交付 

対象事業を拡大すること 
 

 二次救急医療体制  

・病院群輪番制病院（9 病院・小児科） 
・休日二次応需病院（9 病院・小児科） 
・救急告示医療機関 

対象となる事業の拡大 

 三次救急医療体制・周産期母子医療センター  

・救命救急センター 
・総合周産期母子医療センター（1 か所） 
・地域周産期母子医療センター（２か所） 

県 
指定都市 

医療機関 

国 国 
県 

指定都市 

医療 
機関 

（現状） （要請イメージ） 

これらの役割を踏まえ、
地域医療構想の具現化に
あたっては慎重な議論を
行う必要がある 

平時からの体制強化 
への財政措置が必要 
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多摩川における治水対策の推進について 

  【国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 令和元年東日本台風では、多摩川の水位上昇に伴い、本市域では各支川との合流

部や排水樋管周辺地域等で浸水被害が発生したため、被害軽減に向けた多摩川の治

水対策の推進が不可欠です。 

○ 本市においては、被害の最小化に向けて、国の「多摩川水系流域治水プロジェク

ト」にも位置付けられている五反田川放水路の雨水貯留施設としての活用を開始し

ております。 

○ 多摩川と支川との合流部付近や排水樋管の放流部付近の河道内において、土砂堆

積が見受けられるため、早急に土砂掘削などを行い、水位を低減する対策を行うこ

とが不可欠と考えています。 

○ 平瀬川合流部の東久地橋付近の多摩川の堤防高や、JR 京浜東北線付近の堤防高は

周囲の堤防高より低いことから、堤防機能強化等の治水対策が必要です。 

■ 効果等 

○ 多摩川及び流域の治水安全度が向上します。 

○ 令和元年東日本台風と同規模の降雨に際しても、浸水被害を軽減できます。 

１ 令和元年東日本台風で浸水被害のあった多摩川と支川(平瀬川・三沢川)等との

合流部や排水樋管の放流部における河道掘削を早急に実施すること。 

２ 「多摩川水系流域治水プロジェクト」に位置付けている、多摩川における浸水

被害の最小化に向けた対策について、河道掘削や堤防機能強化等の治水対策を確

実に実施すること。 
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浸水被害最小化に向けて、早急に対策を進めること 

この要請文の担当課／建設緑政局道路河川整備部河川課 TEL 044-200-2901 

上下水道局下水道部下水道計画課 TEL 044-200-2886 

 

排水樋管放流部 三沢川との合流部 平瀬川との合流部 

土砂堆積の状況 

堤防の状況 

平瀬川との合流部（東久地橋付近） JR 京浜東北線付近 

河道掘削が必要 
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羽田空港新飛行経路の運用に関する騒音・振動対策

等の強化について 

  【国土交通省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 本市に騒音影響等があるＢ滑走路から西向きへ離陸する新飛行経路については、

昨年３月２９日から運用が開始され、国による騒音測定が行われていますが、殿町

国際戦略拠点内に設置された国の測定局において、大型機の一部で９０ｄＢを上回

る騒音が計測されました。 

○ 経路周辺の住民や殿町国際戦略拠点の研究機関等からは、騒音等の影響を危惧し、

その実態の把握と対策を求める意見が寄せられており、大型機のＢ滑走路からの離

陸運用の見直しなどを含め、騒音・振動対策の強化を要請します。 

〇 また、落下物防止対策や、安全運航に必要な対応の強化について、国が責任を持

って行うことを要請します。 

■ 効果等 

〇 騒音・振動対策等の強化により、良好な生活環境が確保されるとともに、殿町国

際戦略拠点において高度な研究活動を継続的に行うことなどが可能となります。 

羽田空港の新飛行経路運用について、地元住民や研究機関等から騒音・振動による 

影響を危惧する意見があることを踏まえ、騒音・振動対策等の強化を図ること。 

１ 騒音影響の大きい機材のＢ滑走路運用の見直し等による騒音・振動軽減対策 

２ 防音工事助成制度の拡充 

 ・助成対象でない研究施設等について、専門家による科学的調査を行い、これに

基づき防音・防振工事助成などの対策を講じること。 

・助成対象の住宅や学校、病院等については、新飛行経路の運用時間は限定され

ているものの、極めて大きな騒音値を計測しており、日常生活に影響を及ぼす実

態を鑑み、更なる助成制度の拡充を図ること。 

３ 住宅地の騒音影響把握及び市民への情報提供のための騒音測定局の増設 

４ コンビナートや住宅等の上空飛行における安全対策 
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この要請文の担当課／まちづくり局交通政策室 TEL 044-200-2717 

騒音測定局（国立医薬品食品衛生研究所） 

東海道貨物支線 
住宅防音工事の対象範囲 

A 
C 

B 

D 

Ｂ滑走路西向き離陸 

⇒南風運用（年間の約 4 割） 

運用時間：15 時～19 時のうち 3時間 

         1 時間あたり 20 便程度 

・東海道貨物支線の内陸側に住宅が多く立地 

⇒住宅地側に騒音測定局を増設し、 

騒音影響のきめ細かな把握及び情報提供を行うこと 

飛行経路のイメージ 

■新飛行経路における騒音測定 

■騒音測定局（国立医薬品食品衛生研究所）の測定結果（令和２年３月２９日～１０月３１日） 

殿町国際戦略拠点 

住宅 

学校、病院、保育所等 

その他、対象外の用途 

（事務所、研究施設など） 

■「公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律」（騒防法） 

による防音工事助成制度の拡充 

・殿町国際戦略拠点の研究施設等 

の対象外の用途や、基準を下回る 

住宅等でも、騒音等の影響を懸念 

⇒騒音・振動影響の調査や防音工

事助成制度の拡充が必要 

 

現行助成範囲 

騒音等の影響 

東京湾 
羽田空港 

・大型機による騒音影響

が大きい 

⇒大型 機の騒音 軽減  

対策を進めること 

防音工事助成制度 

の拡充 

大 小 

大師橋 
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殿町キングスカイフロントの国際戦略拠点形成と

イノベーション・エコシステムの構築について 

  【内閣府・文部科学省・厚生労働省・経済産業省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 国際戦略拠点の形成は、日本の成長戦略を牽引し、我が国の国際的産業競争力強

化に資するため、国の政策課題として各取組へ財政支援策を講じることが必要です。 

○ 世界が抱える少子高齢化等による社会的課題を解決するため「ナノ医療イノベー

ションセンター」での革新的研究開発・社会実装を一層加速させることが必要です。 

○ 令和３年度までとされている税制上の支援措置は、『京浜臨海部ライフイノベーシ

ョン国際戦略総合特区』の目標実現のため、令和４年度以降も必要です。 

○ 革新的医薬品・医療機器・再生医療等製品の早期実用化による研究開発型企業の

成長と国際競争力強化、最先端の研究開発成果の社会還元のため、研究成果の革新

性が薬価や保険点数等に十分反映される評価制度構築と予見可能性向上が必要です。 

１ 殿町キングスカイフロントにおける国際戦略拠点の形成及び近隣都市との連

携・協働によるイノベーション・エコシステムの構築に向け、継続的な研究活動

や拠点マネジメント体制の強化、産学官共創によるスタートアップの創出・事業

化支援に係る取組に対して適切な支援制度を構築し、財政支援を講じること。 

２ ナノ医療イノベーションセンターにおける持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に

基づく未来のあるべき社会像の実現に向けた革新的な研究開発及び産学官共創

システム構築等に対して必要な財政支援を講じること。 

３ 京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の取組を進めるため、税制

をはじめ、規制の特例、財政、金融上の支援措置を継続すること。 

４ 革新的医薬品等を実用化する研究開発型企業の国際競争力強化のため、保険適

用にあたりイノベーションの成果が十分評価されるような制度の構築を行うと

ともに、予見可能性の向上を図ること。 
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 この要請文の担当課／臨海部国際戦略本部国際戦略推進部 TEL 044-200-3633 

● 多くの企業・機関が集積し、イノベーションが生まれる土壌が整いつつある 

研究活動及びスタートアップの創出・事業化支援の取組を強力に推進するため、引き続き 
財政支援が必要     

 地域イノベーション・エコシステム形成プログラム（H29~R3） → 令和 3 年度終了  
 ＣＯＩプログラム（H25~R3） → 令和 3 年度終了 

  
● 国際戦略総合特別区域に対する税制上の支援措置が令和３年度で終了 
 
 

キングスカイフロントにおける更なる拠点形成の推進に向けて「京浜臨海部ライフ 
イノベーション国際戦略総合特区」における税制上の支援措置の継続が必要 

 
● スタートアップが新たな医薬品・医療機器などを開発するには膨大な研究費の投入が必須 
 
 

研究成果の革新性が十分反映されるような薬価や保険点数等の設定が必要 
 

企業・機関の集積が進んできているが 
研究機関等の集積やスタートアップの 

創出に向け更なる拠点形成が必要 

※終了を迎えるプログラム 

日本の成⾧戦略を牽引 
・ 

我が国の国際的な産業競争力の強化 
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脱炭素社会の実現に向けた取組の推進について 

  【経済産業省・環境省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

〇 市町村においては、地球温暖化対策推進基本法に基づき、各々地域特性に応じて、

地方公共団体実行計画を策定しているため、個々の実行計画における削減量の総和

と国の計画・方針に定める数値とが必ずしも一致していない状況にあります。 

〇 国や地方公共団体における温暖化対策の実効性を高めていくためには、再生可能

エネルギーの種別ごとの地域内訳、原子力・ＣＣＵＳ火力・水素・アンモニアとい

った脱炭素電源の導入予定地域など、地域ごとの役割を明確にする必要があります。 

○ 本市は現在、地方公共団体実行計画に相当する「川崎市地球温暖化対策推進基本

計画」の改定作業を進めており、施策の実施に関する目標については、適切な指標

（例：再生可能エネルギー設備の導入量等）を設定することが必要となります。 

○ 地域において、エネルギーに関する取組を効果的に進める上では、域内における

再生可能エネルギー普及率をはじめ、事業所・家庭における電気使用量や再生可能

エネルギーの発電量に係る情報の把握が重要となりますが、電力・ガスの自由化以

降は営業秘密等の観点により、エネルギー供給事業者からの協力を得られにくい事

例が生じていることから、地域単位でのオープンデータ化された情報の開示が必要

となります。 

１ 再生可能エネルギーや原子力、ＣＣＵＳ火力、水素・アンモニアなどの脱炭素

電源、ＣＯ２吸収源としての森林面積などは、地域によって期待可採量（ポテン

シャル）が異なっていることから、これらについて、地域特性を踏まえた具体的

な考え方や方向性を示すこと。 

２ 市町村による地方公共団体実行計画の円滑な策定に向けて、重要となる各種指

標を早期に設定すること。 

３ 電力需給などエネルギーに関するデータは、取組を効果的に推進する上で、基

礎となる重要な情報であるため、誰もが的確に把握できる仕組を構築すること。 
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■ 国の示す日本全国の２０５０年における電源構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 地域の特性を踏まえた脱炭素化のパターン 

再生可能エネルギーや原子力・ＣＣＵＳ火力・水素・アンモニア等の脱炭素電源、森林面積な

どに係る期待可採量（ポテンシャル）は地域によって様々な特性がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギー、その他の脱炭素電源、森林面積などについて、 

地域特性を踏まえた具体的な考え方や方向性を示すことが必要 

この要請文の担当課／環境局地球環境推進室 TEL 044-200-2364 

２０５０年における国の電源構成イメージが示されたが、 
都市によっては必ずしもこのような電源構成とはならない！ 

川崎市は、首都圏における大規模なエネルギー供給拠点となっている。 
⇒ 供給エネルギーのカーボンフリー化により、我が国の脱炭素化に大きく貢献する可能性がある 

川崎市が該当 
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水素社会の実現に向けた取組の推進について 

  【総務省・経済産業省・国土交通省・環境省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

〇 ２０５０年のカーボンニュートラル実現に向け、水素の利用拡大が従来より強く求め

られる中、本市は平成２７年に「水素社会の実現に向けた川崎水素戦略」を策定、企業

等と連携し、国の実証事業の活用等によるリーディングプロジェクトを推進しています。 

〇 水素の利用拡大には、水素の安価かつ安定的な供給体制の構築が不可欠であり、そ

のための実証事業等への財政措置や、実証事業終了後の設備等の活用が必要です。ま

た水素は、関係分野が多岐にわたるため、省庁間・省庁内の連携強化が必要です。 

〇 水素の製造・貯蔵・消費・運搬等において、法令等の規制が水素の普及の障壁とな

っていることから、安全面を考慮しつつ積極的な規制改革・規制緩和が必要です。 

〇 水素パイプラインは、水素の効率的かつ安定的な供給に有効である一方、道路埋設

や橋梁添架に関する基準が存在せず、新設や延伸において、道路占用許可等を円滑に

受けることが困難であり、設置基準の整備が必要です。 

〇 水素利用の経済的自立に向け、ＣＯ２削減効果等の環境価値の認証・評価制度など、

既存のエネルギーインフラに対し競争優位性を確保できる仕組みや制度が必要です。 

１ 水素サプライチェーンの構築などに資する補助事業等について、強力な財政措置を

講ずること。更に、省庁間・省庁内の支援制度の連携を図るほか、実証事業で整備し

た設備等を事業終了後も弾力的に活用できる制度を整えること。また、燃料電池等の

設備導入後の運用費用やフォークリフト等の産業利用に対する支援を拡充すること。 

２ 海外事例等を踏まえ、水素の製造・貯蔵・運搬・消費等において確保すべき設備や

離隔距離、貯蔵量上限等の規制改革・規制緩和を行うこと。特に、燃料電池フォーク

リフトにおける充填設備からの離隔距離等の緩和や公道走行に向けた基準整備、及び

建築基準法による水素貯蔵量の上限緩和を早期に実現すること。 

３ 水素の効率的・安定的な供給に有効な水素パイプラインの新設や延伸の促進に向

け、道路への埋設や橋梁への添架に関する設置基準等を早期に整備すること。 

４ 水素の環境価値を評価しやすい仕組みや制度を構築すること。また、仕組みや制度

の構築にあたっては、誰もが活用しやすい制度とすること。 
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この要請文の担当課／臨海部国際戦略本部臨海部事業推進部 TEL 044-200-2095 
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